＜別紙１＞
新たな超過勤務上限目安時間設定についての意見
２００８．１１．１９
公務員労働組合連絡会
　国家公務員、とりわけ中央省庁における慢性的超過勤務の問題は、長年にわたって、その縮減が喫緊の課題とされ、様々な対策が講じられてきましたが、一向に改善されていない実態にあります。
　今般、人事院から、７２０時間の超勤上限目安時間を設けたいとの提案がありましたが、すでに平成１１年に「超過勤務の縮減に関する指針について（通知）」が発出され、「各省各庁の長は、職員に対し、１年につき、３６０時間を目安としてこれを超えて超過勤務をさせないよう努めること」とされており、さらに本年４月からは本府省において在庁時間削減の取組みが始まっています。したがって、新たな取組みを開始するのであれば、従来から実施している施策を検証し、その限界を見極め、新たな施策はそれを改善するものとして実施されなければなりません。
　以上を踏まえ、下記の事項を十分考慮した上で実施されますよう、強く要請します。
記
１．現行の「３６０時間」の目安時間について以下の点を調査し、公務員連絡会に報告すること。
(1) 適用職員数、職場の範囲、適用前と適用後の超過勤務実態
(2) 非適用職員数、職場の範囲と適用できない理由、これら職員及び職場の超過勤務実態
２．本府省における在庁時間縮減の取組み状況を明らかにすること。
３．「新たな超勤目安時間」ではなく、人事院規則で超過勤務の上限時間を設けることとし、上限時間を超えて超過勤務をさせてはならないものとすること。具体的な上限時間については、公務員連絡会と十分交渉、協議を行い、合意のもとに定めること。
以　上
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